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観測資料の乏しい台風災害リスクを評価するのに地球シミュレータを用いた大アンサンブル気

候予測データセットは有用である．しかし，その予測結果を使用する際には，適切な台風抽出法

が必要となるため，事前の分析から適切な前処理が必要であることと，前処理を行っても台風特

性の頻度分布には再現性バイアスが存在すること，60 年 15 アンサンブルという膨大な予測結果

を用いても，局所的な海域の台風災害リスク評価では，資料数が不足しているため不確実性が増

すことが示された． 
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１．はじめに 

 気候変動にともない台風のような極端気象現象の特性も変化すると予想されている．IPCC AR6 によれば，気温

や降水量の予測に比べると予測モデルの違いによって生じる不確実性の幅は大きいが，台風（ここでは便宜上，ハ

リケーンのような熱帯低気圧も台風と称する）の総発生数はおおむね減少し，強い台風の存在比は相対的に増加す

る傾向にある 1)．弱い台風は減少する一方で，強い台風が増加するという傾向は，防災対策上は社会の災害経験が

減るにもかかわらず，稀に経験する台風は強化されるということになり，脆弱性の高まった社会に増大したハザー

ドが襲来するという，防災対策上は危険側への変化を予測しているといえる． 

 台風は毎年のように日本を襲来する．しかし，特定の海域に限定すれば，強度の強い台風が，近接した場所を，

危険半円側を通過する，といった悪条件が揃うことはやはり稀であり，低頻度大災害の特徴を有している．そのた

め，日本沿岸の防護施設の設計に想定台風として使用されてきた伊勢湾台風や室戸台風といった強大な台風の経

験は決して多くない．図-1は全球の熱帯低気圧観測資料データベース IBTrACS（NOAA）2)に記録されている台風

のデータから，大阪周辺の Area 1（E134-136°，N34-35°，図-2参

照）を通過した 1965～2020 年の 25 事例を抽出し，通過時の最小

中心気圧別に頻度分布を示したものである．975 hPa 付近にピーク

値を有しているが，985 hPa 付近の資料は無いなど全体的に櫛型の

分布となっており，頻度評価をするには資料数不足が明らかであ

る．60 年近い観測資料があってもこうした資料数であるため，100

年や 200 年に 1 度というような低頻度大災害の評価は非常に難し

いのが現状である． 

同じことは気候変動による将来の台風災害への影響評価でもい

える．スーパーコンピューターを用いた将来予測計算では，台風

の再現性を十分に高めるためには最低でも 20 km 程度の格子サイ

ズで大気循環モデル GCM を解く必要がある 3)．しかし，20 km と

いう解像度はスーパーコンピューターを用いても負荷が大きく，

 
図-1 大阪周辺（Area 1）における台風の中心

気圧別の通過数 
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長期間の解析は難題である．2017 年には文部科学省の気候変動リ

スク情報創生プログラムによって d4PDF（database for Policy 

Decision making for Future climate change）と呼ばれる大アンサンブ

ル気候予測データセットが整備された 4)．そのうち，1951 年から

2010 年の気候場（非温暖化実験）は現在気候に相当するが，異な

る初期条件と境界条件である海氷と海水温に摂動を与えた異なる

100アンサンブルの解析結果であり，60年×100で資料数では6,000

年相当と，これまでにない長期間の GCM 解析結果となっている．

さらにこの d4PDF は+4℃上昇した将来気候における 60 年につい

ても，異なる海水温分布予測 6 ケースで各 15アンサンブルの 5,400

年相当の予測結果がある．気候変動の具体的な適応策を考えるた

めには統計資料数の不足が大きな課題であり，それを解消するために取り組まれた d4PDF プロジェクトの影響は

大きく，これを利用して豪雨や干ばつなど様々な気象災害に関する多数の研究成果が出されている．しかしなが

ら，d4PDF は 60 km 解像度の GCM の出力結果であり，台風の襲来頻度や強度の再現性は十分とはいえない部分が

ある．とはいえ，他に類を見ない膨大な台風資料であるため，課題を理解し結果の解釈に仮定を交えながらうまく

活用することが望ましい． 

現在進行中の気候変動予測先端研究プログラムではこの d4PDF データの後継が公表される予定である．しかし，

その前に本稿では改めて現在の d4PDF データに含まれる台風資料の再現性や将来予測結果について，その特性を

分析した結果を整理しておきたい． 

 

２．元データ 

 d4PDF は 60 km GCM の解析結果であり，降雨量や気圧，風速などの面的な分布を有する大規模データセットで

ある．台風特性を分析するためには，まずこのデータから各時刻の台風の位置や中心気圧などの代表値を識別し，

台風経路データを抽出する必要がある．その方法は幾つか提案されてそれぞれに特徴があるが 5), 6)，ここでは

Shimura ら 7)の方法によって抽出された公開データセット 8)を使用する．Shimura らは(1)局所的な海面更正気圧

MSLP が周囲 400 km 圏内の平均値より閾値 Plimitを超えて低下していること，(2)最大地表面風速が閾値 Usurf以上で

あること，(3)対象地が南緯 45°から北緯 45°であり，発生海域が南緯 25°から北緯 25°以内であることの条件

から台風を識別している．この手法は上層大気の情報を使用しないため簡易な判定方法であるが，上層大気の条件

も使用した Murakami の方法 6)で抽出した結果と台風の最大風速毎の頻度分布を比較しながら閾値を Plimit = 2 hPa，

Usurf = 11 m/s と設定している． 

 

３．d4PDF 台風経路データの観測値との比較とデータスクリーニング 

 図-3 に観測値である IBTrACS と d4PDF（現在気候）の台風経路図を比較したものを示す．d4PDF の解析結果は

 
図-2 大阪周辺の検討領域 

 

  
図-3 台風経路図の比較（左）観測資料 IBTrACS，（右）60 km GCMデータ d4PDFからの抽出結果 
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60 年 100 アンサンブル存在するので，ここでは 1 アンサンブルの結果のみを一例として示している．気候モデル

はいわゆる再解析値とは異なり，解析対象年が同じであっても，擾乱の影響で観測と同じ台風は発生しないことか

らも，同じ台風を比較しているわけではないことに注意が必要である．また d4PDF は長期的な温暖化トレンドは

除去された環境場の解析結果である 4)．図のように，d4PDF の台風経路データは大西洋でのハリケーンの発生数は

実際よりも少ない．その一方で観測資料は 1 件程度しかない南米で多数発生している．また，アフリカのナミビア

付近や紅海付近でも多く発生している．こうした観測結果と異なる傾向は，上述した台風経路データの抽出方法に

依存している可能性がある．すなわち，Shimura の方法では台風の有する暖気核などの鉛直構造を抽出要件として

いないため，発生海域の緯度を限定していても，同様に嵐をもたらす温帯低気圧と完全に分離可能ではない可能性

がある．そこで，季節毎に台風経路を分離し比較を行った． 

 図-4 は月別の台風経路を比較したものであり，代表月として 1 月と 8 月の結果を示している．北半球と南半球

で台風の活動期が異なるため，観測資料では北半球の冬季である 1 月には北半球で台風資料は少なく，中緯度まで

進行する例も限定的である．南半球は台風の活動期にあたり，中緯度まで台風が到達している．一方で北半球の夏

季である 8 月には南半球で台風資料が少なく，北半球では中緯度まで台風が到達する，という逆転が生じている．

d4PDF の台風ではこうした季節変化が不明瞭であり，冬季に日本近海に進行する「台風」など不自然な資料を含ん

でいる．また細部を確認すると d4PDF 台風経路の中には明らかに陸上で発生しているものも一部含まれる．台風

が温かい水面からの水蒸気供給を原動力として発達するメカニズムを考えれば，こうした資料を台風とすること

も不自然であると考えられる． 

 以上の比較から，d4PDF 台風経路に含まれる不自然な台風をスクリーニングにより除去した後に，台風特性の

比較をすべきと考えた．北半球と南半球で資料を区分し，それぞれで月毎に台風の（最北・最南）到達地点の緯度

の平均値µと標準偏差σを算定した．このµとσの月変化を確認すると年間の周期性が明瞭であったことから，正弦

関数で近似し，北半球ではµ +3σ，南半球ではµ -3σを到達緯度の閾値として設定した．統計的な予測から観測値に

見られる経験的な到達緯度の変動のうち約99.7%相当は採用され，0.3%程度の例外経路が除去されることになる． 

 図-5は台風経路のスクリーニングを行った結果であり，陸上で発生した経路を除いたもの（C1），陸上発生に加

えて上記の季節毎の到達緯度条件で除去したもの（C2）の結果を比較する．図-4の右図と見比べると，C1 条件に

  
(a) 1 月 

  
(b) 8 月 

図-4 月別の台風経路図の比較例（左）観測資料 IBTrACS，（右）60 km GCMデータ d4PDFからの抽出結果 
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より観測資料には見られなかった「台風」が除去されていることがわかる．またブラジル付近で発生していた「台

風」もいくらか減少している．C2 条件では北半球および南半球における活動期外の台風経路が減少している．特

に南半球においてはその変化が著しいが，観測値から分析された到達緯度の平均（絶対値）が北半球に比べて小さ

いことが影響していると考えられる．一方で 1 月に日本列島を通過する「台風」は除去できたが，ハワイ付近で発

生し北上する「台風」は残存している．こうした台風情報を正しいと判断するかどうかは，台風発達メカニズムや

それに関連した台風抽出法の研究の進展が必要である． 

 図-6 に北西太平洋域の各緯度を通過する台風数について観測値と比較した結果を示す．d4PDF の結果について

は 60 年 100 アンサンブル全ての結果の平均値である．今回のデータスクリーニングによって北西太平洋の台風資

料数はそれほど大きく変化していない（C1 と C2）．また，北緯 35 度付近までは観測値の通過数を概ね再現できて

いると考えられる．これは Shimura の方法が抽出パラメータを観測値に整合するように調整した結果によると推測

される．ただし，北緯 35 度以北になると観測値よりも多く通過している．図中に参考として示した C3 は台風の

定義である最大風速が 17.2 m/sという条件をC2の条件に追加

した結果である．この条件を加えると台風通過数は低緯度ほ

ど観測値よりも減少する．これは GCM の風速精度が格子解像

度に依存するため，観測値の定義をそのまま当てはめて比較

することが容易ではないことを示している． 

 北西太平洋の通過数は今回のデータスクリーニングでそれ

ほど影響を受けていないことが確認できたが，図-5 で見たよ

うに全球としては大きく変化している．d4PDF の元データは

年平均で 144.8 個，スクリーニング C1 により 111.7 個，C2 に

より 98.4 個，C3 により 70.1 個となる．1980 年以降の台風の

年間発生数の平均値は 78.4 個で標準偏差は 8.4 個である．す

なわち，台風発生数という観点からもスクリーニングの必要

性は示され，数値だけから判断すると C2 と C3 の間くらいに

  
(c) 1 月 

  
(d) 8 月 

図-5 月別の台風経路図の比較例（左）陸上発生を除いた C1，（右）陸上発生＋季節毎の到達緯度条件で除いた C2 

 

 

図-6 北西太平洋域（E120-180°）の各緯度を通過

する台風数の変化比較 
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最適条件があると思われるが，経路データのみでさらに適正

なスクリーニングができるかというと限界があると考えてい

る．このように GCM 結果から台風を評価しようとする際に

は，GCM の再現性という課題に加えて，適切な台風抽出とい

う課題があり，その結果から台風災害のリスク評価をしよう

とすると頻度評価に不確実性が含まれることになる． 

  

４．大阪周辺における台風強さの比較 

図-7 に観測値である IBTrACS データと d4PDF データの中

心気圧分布を比較した結果を示す．ここでも d4PDF の結果は

60 年 100 アンサンブルの平均値である．頻度分布の比較精度

を高めるため，図-1に示した結果よりもやや広域の Area 2（図

-2）を通過した台風で比較している．ここでは C2 のデータス

クリーニング結果を評価するが，元の d4PDF 台風経路データ

から求めた結果も合わせて示している． 

まず観測値と d4PDF の頻度分布の概形はやや異なり，

d4PDF の分布の方が分布の裾野は広いが，弱い台風側に分布

が偏った形状をしている．すなわち 960 hPa 以下の比較的強

い台風の頻度を過小評価している可能性がある．また元の

d4PDF データとデータスクリーニング後の結果には大きな差

が生じていない．これは図-6で見たように通過数に大きな差

が生じていなかったことと整合的である．平均値で比較する

と，観測値は 976.1 hPa，元の d4PDF データは 984.7 hPa，C2

スクリーニング後は 984.3 hPa と観測と d4PDF の結果には約

6-7 hPa 程度の過小評価が生じており，災害影響評価において

は無視できない差である．こうした中心気圧の再現性バイア

スは海域によって異なる．台風の強まる過程だけではなく，

どこで発生した台風がどのような経路を辿って到達するかと

いう経路の再現性も影響していると思われるため，単純に対

象地の台風特性を観測値に合うように補正して解釈すればよ

いか，というと難しい問題である． 

 

５．台風特性の将来変化について 

 図-8 に図-6 と同様に北西太平洋域の各緯度を通過する台

風数について現在と 4℃上昇の将来とで比較した結果を示す．

台風資料に C2 のスクリーニングをした結果である． CC や

GF などの違いは海面温度の異なる予測結果の違いであり，モデルアンサンブルに相当する．現在気候は 60 年 100

アンサンブルの平均値，将来気候は各々60 年 15 アンサンブルの結果である．北西太平洋では台風の通過数は減少

する傾向にある．これは全球での台風発生数が減少するという既往の知見と対応している．予測モデルの違いは

MI を除いて低緯度では大きな差が見られないが，日本列島の位置する北緯 30 度以北になると差がやや大きくな

っており，予測の不確実性は高いと考えられる．しかし，大まかに見積もれば N30°で観測値が 10 個/年に対し，

将来は 7～8 個/年に変化し，5 個/年という予測もあると評価できる．沖縄の位置する N25°では将来には本州で経

 
図-7 大阪周辺（Area 2）における台風の中心気圧別

の通過数比較 

 

図-8 北西太平洋域（E120-180°）の各緯度を通過す

る台風数の変化比較 

 
図-9 大阪周辺（Area 2）における台風の中心気圧別

の通過数の将来変化 
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験している程度の台風数になる可能性がある． 

 図-9に図-7と同様に大阪付近の Area 2 を通過する台風の中心気圧別通過数を示す．現在気候は 60 年 100 アン

サンブルの平均値，将来気候は各々60 年 15 アンサンブルの結果である．現在と比較し，将来の通過数が減少する

のにともない，弱い台風の通過数が顕著に減少している．一方で 970 hPa 付近より将来の台風と通過数が変わらな

くなり，960 hPa 以下の比較的強い台風では将来の通過数が増える予想も見られる．このように冒頭で述べたよう

な将来の台風リスク変化が大阪付近でも確認されるが，将来予測結果はモデル間で比較的ばらつきが大きい．また

Area 2 のような比較的大きな領域で，d4PDF の大アンサンブル資料であったとしても，局所的なリスク評価をす

る場合には頻度分布は滑らかではなく正確な評価が難しいことがわかる．加えて図-7 で見たように中心気圧など

には GCM 固有のモデルバイアスが存在する．上記の課題はあるものの，本結果から平均値で将来変化を評価する

ならば，現在気候で 984.3 hPa に対し，CC：982.3 hPa，GF：976.2 hPa，HA：978.7 hPa，MI：977.5 hPa，MP：980.0 

hPa，MR：979.1 hPa とばらつきはあるものの 2～8 hPa 程度将来の台風は強くなる傾向にある． 

 

６．まとめ 

 公開されている 60 km GCM の大アンサンブル将来予測資料である d4PDF の台風経路データを分析し，台風経

路抽出における課題と抽出結果に含まれる不自然な「台風」資料をスクリーニングによって除去する前処理の影響

を分析した．提案するスクリーニングにより不自然な資料は一定取り除かれ，全球の台風数は観測数に近づくが，

経路データから判定するには限界もある．また今回の前処理によって北西太平洋の結果はそれほど影響を受けな

かった．上記のような前処理をしても，日本にやってくる台風の中心気圧の再現性バイアスは依然として残り，頻

度分布の差や平均値では 6-7 hPa 程度観測値よりも弱い結果を示している．北西太平洋の台風の通過数は将来に減

少し，その変化予測は北緯 30 度以北でモデル間の差が大きくなった．将来の通過数減少にともない，弱い台風の

通過数が顕著に減少するが，予測結果はモデル間で比較的ばらつきが大きい．比較的大きな領域でも，直接 d4PDF

の台風資料からリスク評価をするのは容易ではないことが示された． 
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